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まえがき 

この規格は，工業標準化法に基づき，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本

工業規格である。これによって，JIS A 5031:2010 は改正され，この規格に置き換えられた。 

なお，平成 29 年 10 月 19 日までの間は，工業標準化法第 19 条第 1 項等の関係条項の規定に基づく JIS

マーク表示認証において，JIS A 5031:2010 によることができる。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本工業規格          JIS 
 A 5031：2016 
 

一般廃棄物，下水汚泥又はそれらの焼却灰を 

溶融固化したコンクリート用溶融スラグ骨材 

Melt-solidified slag aggregate for concrete derived from  

municipal solid waste and sewage sludge 

 

序文 

この規格は，2006 年に溶融スラグ骨材の有効利用を目的として制定された。また，2008 年に社会問題

となったコンクリート建築物のポップアウトの発生防止のための暫定措置として 2010 年に一部が改正さ

れた。 

その後，“コンクリート用溶融スラグ骨材のポップアウト確認試験方法”が開発されたこと，さらに，

日本工業標準調査会の土木技術専門委員会及び建築技術専門委員会による“建設分野の規格への環境側面

の導入に関する指針”（2003 年 3 月 28 日 土木技術専門委員会・建築技術専門委員会議決）の附属書 1

“コンクリート用スラグ骨材に環境安全品質及びその検査方法を導入するための指針”が 2011 年 7 月 12

日付で策定されたことから，これらに対応するために改正を行った。また，技術上重要な改正に関する旧

規格との対照を，附属書 F に示す。 

なお，対応国際規格は現時点で制定されていない。 

 

1 適用範囲 

この規格は，一般廃棄物，下水汚泥又はそれらの焼却灰を 1 200 ℃以上の高温度で溶融し，冷却固化し

て製造したコンクリート用の溶融固化骨材（以下，溶融スラグ骨材という。）について規定する。 

この規格で規定する溶融スラグ骨材は，主に一般廃棄物，下水汚泥などの溶融固化施設において，有効

利用を目的に製造される骨材であり，次のものを含む。 

a) 一般廃棄物の溶融固化施設から産出される溶融スラグ骨材のうち，自治体などの委託によって一般廃

棄物を処理する民間溶融固化施設で産出される溶融スラグ骨材，及び自治体などが処理することを認

めた産業廃棄物を一般廃棄物と混合処理している場合に産出される溶融スラグ骨材。 

b) 溶融固化施設又は別施設で磁力選別，粒度調整などの加工又は改質処理を行った溶融スラグ骨材。 

c) 通常，溶融飛灰を原料としたものは溶融スラグ骨材に含まないが，溶融飛灰を原料として用いる場合

で，5.7 に規定する環境安全品質基準を満たす制御システムが機能している溶融固化施設で製造した

溶融スラグ骨材。 

 

さらに，溶融スラグ骨材のコンクリートへの使用は，次による。 

d) 溶融スラグ骨材は，次の全ての条件を満たすコンクリートに使用することができる。 

1) 設計基準強度が 35 N/mm2 以下 

2) 耐久性を確保するため，水セメント比が，55 %以下 


